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今週のキーワード 日 本 銀 行 調 査 統 計 局 が 、 大 中 の 民 間 企 業 を 対 象 に 、 年 ４ 回 実 施 し て い る ア ン ケ

ー ト 調 査 。 正 式 名 は 企 業 短 期 経 済 観 測 調 査 。 官 民 あ わ せ て 数 あ る 調 査 の 中 で も

№１のサンプル数 （１万 社 以 上 ）と回 収 率 （毎 回 90％以 上 ）を誇 り、信 頼 度 が高 い。

調 査 内 容 は 企 業 心 理 と 経 営 内 容 の ２ つ 。 企 業 心 理 は 「 業 況 判 断 」 と 呼 ば れ 経 営

者 は 、 経 営 状 態 が 「 良 い 」 「 さ ほ ど 良 く な い 」 「 悪 い 」 の ３ 択 か ら 一 つ 選 ぶ 。 「 良 い 」

「 悪 い 」 の 割 合 を 引 い た 数 字 が 、 12 月 の Ｄ Ｉ （ デ ィ フ ュ ー ジ ョ ン ・ イ ン デ ッ ク ス ） は プ ラ ス

16と高 水 準 。 

日銀短観 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

与党が2014年度税制改正大綱を決定
車体課税や給与所得控除を見直し 

 

自民、公明両党は、2014年度税制改正大綱を決定

した。中心は、通常の年度改正から切り離して去る

10月１日に決定した「民間投資活性化等のための税

制改正大綱（秋の大綱）」に盛り込まれていた企業

減税だが、消費の拡大を図る観点から、交際費課税

の見直しを行い、大企業にも飲食のための支出の

50％の損金算入を認めるなどの措置を加えている。

注目されていた軽減税率の導入については、引上

げと同時かそれ以降なのか曖昧な表現である「税率

10％時」に導入という文言で決着した。 

車体課税については、自動車税と軽自動車税に燃

費性能に応じた新たな課税措置を導入する。軽自動

車は、2015年４月以後に新規取得される新車から、

例えば自家用車は１万800円（現行7200円）に1.5

倍に引き上げる。二輪車等についても、税率を約1.5

倍に引き上げた上で、2000円未満の税率を2000円に

引き上げる。 

給与所得控除については、2016年から、給与等の

収入金額が1200万円を超える場合の給与所得控除

の上限を230万円とし、2017年より、給与等の収入

金額が1000万円を超える場合の給与所得控除の上

限を220万円とする。 

そのほか、消費税の簡易課税制度のみなし仕入率

を、 (1)金融業及び保険業を第５種事業とし、50％

（現行60％）とする、(2)不動産業を第６種事業と

し、40％（同50％）とする見直しも盛り込まれてい

る。 

この改正は、2015年４月１日以後に開始する課税

期間について適用される。 

景気回復は中小に拡大―日銀短観改善
先行きの見方慎重 設備投資は伸び悩み
 

日本銀行の12月日銀短観は、「景気回復の波が

中小企業にも広がり始めた」と景気回復の広がり

を数字で示した。大企業の景況感も改善を続けて

おり、中小企業の製造業と非製造業で、最近の景

気が「良い」と考える企業の割合（ＤＩ）が４四

半期連続改善して「悪い」とする企業を上回った。

好調の理由は、公共事業の増加に加え、来年４

月の消費税率引き上げを前にした駆け込み需要

などで建設業が活気づき、マンションや住宅販売

が好調なためだ。マンション需要は年末が近づい

ても衰えない根強さがある。円安で輸出企業の業

績が回復していることも大きい。 

シンクタンクなどの「不安要素」で共通するの

は輸出の伸び悩みや、来年の消費増税後の景気減

速の懸念から「設備投資や新規採用、賃上げに慎

重な姿勢が目立つ」ことだ。大企業・全産業の新

年度計画は前年度比4.6％増で、前回調査（5.1％

増）から下方修正されている。 

帝国データバンクの14年の懸念材料は「税制」

（58.6％、前年比23.8ポイント増）が最多。さら

に、「原油・素材価格（上昇）」（53.0％、同33.2

ポイント増）が5割を超えた。海外向けのロイタ

ー通信は、「設備投資計画は大企業が下方修正、

中小企業に勢い」と報じた。特に中小の非製造業

は建設や小売などを中心に改善しバブル期以来

のプラスとなった。せめて新年への初夢の期待と

受け止めておこう。 

税務会計 経   営 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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